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激変緩和措置について 

 

１ 基本的な考え方 

  国保制度改革により、財政運営の仕組みが変わる（納付金方式の導入等）ことに伴い、一部 

の市町村においては、被保険者の保険料負担が上昇する可能性があることから、保険料が急激 

に増加することがないよう、激変緩和措置により対応する。 

 

２ 激変緩和の方法 

  激変緩和は、以下の２つの方法が考えられるが、これまでの市町村との協議において、医療費

指数反映係数（α）＝１とする方向としていることから、本県においては、「県繰入金による激

変緩和」を行う。 

 (1) 市町村ごとの納付金の額を決定する際の激変緩和（αによる調整）  

      納付金の算定に当たって設定する、医療費指数反映係数（α）を市町村間の格差を少なくす 

るように設定することによる激変緩和。 

 (2) 県繰入金による激変緩和 

   激変緩和の対象となる市町村に対して、個別に県繰入金を交付することによる激変緩和。 

 

３ 激変緩和の一定割合 

 保険料負担が、平成 28年度と比較して一定割合を超えて増加する市町村に対して、県繰入 

金を活用して、一定割合以下に負担を軽減する。 

 （平成 28年度に一般会計繰入等により保険料を抑制している市町村については、繰入等がな 

  かった場合（全て保険料で賄ったと仮定した場合）と比較する。） 

 (1) 一定割合の違いによる比較（α＝１、β＝岩手県の場合） 

一定割合のパターン 激変緩和に要する額 備考 

①一定割合＝0％ 約 8.3億円  

②自然増分のみ 

※自然増：1人当たり保険給付費増加分等 

約 7.5億円 今回の試算における増加分

1.69％≒1％ 

③県が定める一定割合（自然増＋α） 

※＋α：激変分を徐々に解消するための割合 

約 7.1億円 自然増 1％＋α0.5%＝1.5％ 

④一定割合＝2％ 約 6.8億円  

⑤一定割合＝3％ 約 6.1億円  

   ※②～⑤は、国の指示による試算のパターン 

 

(2) 激変緩和に活用できる財源（平成 30年度見込額） 

項目 財源額 備考 

①県特別調整交付金メニューの廃止 約 4.2億円 平成 31年度以降も同額を活用可能 

②平成 30年度からの公費拡充分の一

部（激変緩和用の暫定措置分） 

約 2.4億円 平成 31年度以降は暫定措置分が減額され、国普

通調整交付金増額分に振替えられる予定 

③財政安定化基金特例分 

（激変緩和用） 

約 2.9億円 平成 35年度までに活用（年度ごとの活用額は市

町村との協議により決定） 

合計 約 9.5億円  
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 【対応案】 

 〇平成 30年度 

  ・「一定割合＝0％」（平成 28年度の保険税と同程度の水準まで激変緩和を講じる）とする 

   方向とし、最終的には、平成 30年度納付金算定（11月実施）を踏まえて決定する。 

〇平成 31年度以降 

 ・激変緩和の実施期間は、財政安定化基金特例分（激変緩和用）の活用期間である、平成 

35年度までの６年間を基本とし、３年ごとの国民健康保険運営方針の見直しの中で検討 

する。 

・平成 31年度以降は、激変分を徐々に解消していくため、一定割合を設定することとし、 

  当該年度の納付金・標準保険料率の算定結果、激変緩和に活用できる財源（県繰入金・ 

  特例基金）等を踏まえて、市町村との協議により、毎年度一定割合を決定する。 

 

・平成 30年度の制度施行当初に保険料の激変が生じないよう最大限配慮する必要がある。 

・「一定割合＝0％」の場合においても、激変緩和の財源を確保できる見込みである。 

 

《参考：一定割合の下限の設定》 

今回の試算にあたり、国から下限設定の考え方「一定の下限割合を定め、それを下回って負担 

が減少する市町村に対し、県繰入金の配分を薄める一方で、保険料が大幅に増加する市町村に分 

厚く重点配分する財政調整機能を持たせる。(都道府県化に伴う市町村相互の助け合いの仕組み)」 

が示されたが、下限を設定する場合は、標準保険料率が現行税率より減額となる市町村（医療費 

水準が低い場合等）の負担を求めることとなるため、平成 30年度は下限は設定しない方向とし、

最終的には、平成 30年度納付金算定（11月実施）を踏まえて決定する。 


